
経営発達支援計画の概要 

 

実施者名 

（法人番号） 

魚津商工会議所（法人番号 9230005003545） 

魚津市（地方公共団体コード 162043） 

実施期間 2023/04/01 ～ 2028/03/31 

目標 経営発達支援事業の目標 

■事業者の自立的な経営力強化・経営課題の解決のための伴走型支援の推進 

■新規開業者の支援と計画的な事業承継支援による事業所数増加・維持の取組強

化 

■地域資源の積極的活用の推進及び交流人口の増加と需要拡大の推進 

事業内容 Ⅰ．経営発達支援事業の内容 

1. 地域経済動向調査に関すること 

①魚津市景況調査の実施 

②中小企業景況調査の実施 

③商工会議所ＬＯＢＯ調査の実施 

④地域の経済動向分析 

2. 需要動向調査に関すること 

①個人消費者向けのニーズ調査 

②商談会でのバイヤー向けニーズ調査 

3. 経営状況の分析に関すること 

①経営分析を行う事業者の発掘 

②経営分析 

4. 事業計画の策定支援 

①事業計画策定セミナー開催 

②ＤＸ推進セミナーの開催 

③創業者・第二創業者支援 

④事業承継計画策定支援 

5. 事業計画策定後の実施支援 

①巡回や窓口指導による事業計画策定後のフォローアップ支援 

6. 新たな需要の開拓支援 

①展示会、商談会への参加支援 

②ＳＮＳやＥＣサイト活用支援 



連絡先 魚津商工会議所 

〒937-0067 富山県 魚津市釈迦堂 1 丁目 12 番 18 号 

TEL:0765-22-1200 FAX:0765-23-0120 

e-mail:uozu@ccis-toyama.or.jp 

魚津市 商工観光課 

〒937-8555 富山県 魚津市釈迦堂 1 丁目 10 番 1 号  

TEL:0765-23-6195 FAX:0765-23-1060 

e-mail:syokokanko@city.uozu.lg.jp 

 



   

（別表１） 

経営発達支援計画 

経営発達支援事業の目標 

 

１．目標  

（１） 地域の現状と課題 

① 魚津市の概況 

魚津市は富山県東部に位置し、富山市

から東へ 25kmの距離にあり、総面積は

200.63ｋ㎡。 

北東は布施川を境に黒部市と、南西は

早月川を隔てて滑川市・上市町と接して

いる。北西には富山湾が広がり「蜃気

楼・埋没林・ほたるいか」が当市の三大

奇観としてよく知られている。 

南東部は、最大標高 2,415m（釜谷山：

毛勝三山の一つ）に達する山岳地帯で、

北アルプスに連なっている。これらの

山々を源として、片貝川、布施川、早月

川や角川などの河川が、市内を潤しなが

ら富山湾に注いでいる。市の約 70％が標高 200m以上の急勾配な山地で占められ、台地から平坦

地、海岸へとおだやかな斜面を形成している。海岸線は比較的平坦で、その延長は約 8kmで、海

中では、海底が急傾斜となり深層まで落ち込んでいる。そのため、魚津の港は昔から良港として

船の出入りが多く、海底の湧き水に育まれ魚の種類も量も豊富で魚津の名のごとく県下屈指の漁

場として広く知られている。 

当市の歴史は、遠く南北朝時代には松倉城が築かれ、室町時代末までには、松倉城塁群と呼ば

れる各支城が築かれるとともに、松倉金山の金の産出もあり長年にわたり栄華を誇り、新川一円

を統治し、経済文化の中心地として繁栄した。明治の廃藩置県の後、短期間ではあったものの、

石川県に吸収合併されさらに分離して富山県となる前の、新川県であった時代当時の魚津町に県

庁が置かれていた。大正７年の「魚津の米騒動」は全国に広がり、時の内閣は総辞職に追い込ま

れ、日本初の本格的な政党内閣誕生の契機となった。 

昭和 27年 4 月 1 日に 1町 11か村が合併、魚津市が誕生し、その後、各地区で観光施設や文化

施設が建設され、昭和 60年には、松下電子工業（株）魚津工場（現タワー パートナーズ セミ

コンダクター（株））が操業を開始するなど、新川の中心都市として発展してきた。 

また、平成 27年 3月 14日に待望の北陸新幹線が開業し富山―東京間が 2時間余りで行き来出

来ることになり、観光やビジネス交流、企業誘致、若者のＵ・Ｉ・Ｊターンや定住促進等に取組

むことによりより一層の地域活性化に努めている。 

 

② 魚津市の現状と課題 

ア．人口・世帯数 

当市の人口は、昭和 27年の市制施行時の 45,609人から昭和 60年の 49,825人まで増加してき

たが、それ以降は減少に転じ、令和 2年では 39,022人にまで減少した。老年人口割合が全体の

35.6％、年少人口割合が 10.0％となっており少子高齢化の拡大も見られる。 

世帯数は令和 2年で 15,800世帯となっており、継続的に増加傾向ではあるが、1世帯あたり

の人員数は減少を続けており、核家族や単身世帯が増加している。 

 

 



１ 

 

■人口の推移 

 
                              (国勢調査より) 

■世帯数の推移 

 
(国勢調査より) 

イ．産業別事業者数・従業者数 

第一次産業（農林漁業）においては全体的に就業者の高齢化、後継者不足が進む中、耕作放棄

地の増加や鳥獣被害、木材価格の低迷と労務経費の増加、水産資源の減少、魚価安、燃料環境の

高騰など、経営環境の悪化が原因で衰退している。今後は、海の幸、山の幸が豊かな地域性を生

かし地産地消地域ブランド化や６次産業化を推進し経営の安定化を図り、担い手の育成に取組む

必要がある。 

第二次産業（製造・建設業）においては資材の高騰や調達難、受注価格の低下、人材不足等取

巻く環境は厳しさを増しており、企業の経営基盤の強化と安定を図り産業の活性化につなげてい

く必要がある。 

第三次産業（販売・サービス業）においては大型店・ナショナルチェーンなどの進出、飲食店、

美容院・エステサロン等の新規開業により増加傾向にはあるが、中心商店街を中心に廃業が進み

近年の調査では減少となっている。今後は一層の活性化対策が必要である。 

当市の産業別就業者数の推移をみると、総就業者数は平成 7年をピークに減少し、第一次産業

においては減少を続け昭和 60年と比較すると約 6割減となっている。第二次産業も平成 2年以

降減少を続けている。その一方で第三次産業の就業者は平成７年以降減少しているものの、ほぼ

横ばいになっている。 

   就業者の就業先産業をみると、製造業が最も高く（21.5％）、次いで卸売業・小売業（18.6％）、

医療・福祉業（13.5％）となっている。 

 

 







４ 

 

■月間有効求人・有効求職・有効求人倍率の動き (パート含む) R4.7月 

 
(ハローワーク魚津データより) 

③ 魚津市及び小規模事業者の課題 

近年、景気悪化による企業の海外移転や国内工場の集約化などが進む中で、市内においても代

表的企業の㈱アイザック等の生産工場が市外へ移転し、魚津の製造業を牽引してきた日本カーバ

イド工業㈱と㈱スギノマシンがここ５年間に隣接する市へ本社・工場ともに移転となった。その

他にも旧松下電子工業魚津工場（現パナソニック（株）ｵｰﾄﾓｰﾃｨﾌﾞ&ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｱﾙｼｽﾃﾑｽﾞ社ｾﾐｺﾝﾀﾞｸﾀ

ｰ事業部北陸本部）は度重なる事業再編や企業買収などにより事業が流動的であり、多数の地元

雇用を担う企業であることから、どのような事業展開になるかを注視し、雇用維持を働きかける

などの必要性がある。製造業における小規模事業者においても下請け単価の上昇難や人材不足、

原材料の高騰という問題をかかえ、年々事業所数は減少傾向であるが製品出荷額については増加

している。（グラフ 1 参照）。地域経済を支え活力を維持していく為にも、新規産業の創出や企業

誘致のほか、人材の育成や各種経営支援制度活用などにより、企業の経営基盤強化と安定化を図

り、市内での定着化と産業の活性化に繋げていく必要がある。 

商業においては、郊外型の大型量販店の進出が相次ぎ、中心商店街は、後継者不足や空洞化に

よる衰退が進み、小売・卸売の商店数、年間販売額ともに減少が続いている。（グラフ 2参照） 

高齢化社会が進む中、中心商店街の店舗の廃業が進めば街中に住む買い物難民が増加、地域の

衰退にも繋がることから中心商店街を取り込んだ周辺地域全体の活性化施策の積極的な支援が

重要となっている。 

また、人口減少に歯止めをかけるため、移住施策の推進、交流人口の増加、関係人口の創出・

拡大、観光振興、魚津の強みを生かした商工業の振興の推進が必要である。 

 

■製造業（従業員４人以上）事業所数と製造品出荷額  【※グラフ 1】 

 
（富山県統計調査より) 



５ 

 

 

■商店数（小売、卸売）と年間販売額   【※グラフ 2】 

 
（富山県統計調査より） 

 

④ 創業の現状 

当会議所地域での創業は近年主にサービス業（理美容、エステサロン等）の開業が多く、飲食

業（居酒屋、BAR等）、小売業、建設業と続く。 

サービス業は理美容やエステサロン、塾などの対個人サービスの操業が多くみられる。 

飲食業においては古くから県東部有数の飲食繁華街が旧ＪＲ魚津駅周辺を中心に現在もあり、

廃業に伴う空き店舗への新規開業が多く見受けられる。建設業においては、従業員の一人親方へ

の移行による開業が多く、あまり雇用を伴わない小規模な創業となっている。 

また、市との協議により、当所の経営指導を受けた事業者に対し新規創業助成金等支援を行っ

ている。 

 

 

（２） 小規模事業者の長期的な振興のあり方 

① 10年程度の期間を見据えて 

当所管内の地域経済を支える小規模事業者が、時代の変化に対応しながら創意工夫を凝らした

販路開拓や生産性向上の取組を行い経営力を強化し、事業を維持拡大し持続的な発展をしていく

ことが求められている。 

今後の10年間においては事業者数、人口ともに減少していくと予想されるが、小規模事業者が

自社の経営状況を把握し各事業者の競争優位性を高めるための「事業計画」を策定し経営者自ら

が自社の内部環境、外部環境に合わせた目標、方向性を設定するため当商工会議所が伴走型の支

援を行う。 

魚津市には、高い技術力のモノづくり企業、富山県東部中心として栄えてきた商業集積や市内

鉄道駅近隣の飲食店街の他、豊富な水産資源や果樹や農産物、自然・歴史を生かした観光資源な

どが多くあり、これらが互いに連携し魅力を高めあうことが重要である。 

当所においては、魚津のあらゆる資源を素材にして地域の取り組みや個々の企業が魅力を発信

し輝く事業活動を支援するため、「魚津をスターにするプロジェクト＝ＳＴＡＲ！ＵＯＺＵ Ｐ

ＲＯＪＥＣＴ」を推進しており、今後も継続して支援し地域振興と経済の活性化に繋げる。 

また、当所管内では、事業者数の減少の理由として廃業が多くある中、サービス業や飲食業な

どでは多くの創業実績があるが、その創業者の多くが自身の専門分野以外のスキル不足から多様

な経営課題を抱える。商工会議所が創業時から伴走型支援に取り組むことで企業の経営力を高め

地域経済の活性化に繋げる。 

 



６ 

 

 

② 魚津市総合計画との連動制、適合性 

魚津市第 5次総合計画（令和 3年～令和 12年）では、主要課題として地域資源を活かしいた

まちづくりや人口減少時代におけるまちづくりがあげられている。 

特色ある農林水産物、観光資源、歴史や文化など、魅力ある地域資源が多く存在し、地域資源

を活用し市民・事業者・行政の相互連携のもと交流人口の増加、関係人口の創出・拡大、観光振

興、魚津の強みを生かした商工業の振興につなげる必要があげられている。 

また、人口減少時代におけるまちづくりとして、魅力ある仕事を作り育て、若者・女性が働く

場として選択されるまちにするため産業の活性化や雇用の創出に努める必要があげられている。 

 

1．総合計画施策 22「観光の振興」では、地域資源のブランド化向上等があげられており、当所

事業計画の重点事項には観光資源の活用や事業の推進があげられ、また、本計画の「２．(2)

③」にある地域資源の積極的活用の推進及び交流人口の拡大推進、「８．（2）（3）」による

物産展の参加支援等があり整合性が取れている。 

2．総合計画施策 26「工業・商業の振興」では、中小企業の経営基盤の強化として中小企業の新

たな取り組みや経営基盤強化のため商工会議所との連携があげられ、商店街活性化や産業観光

推進事業、新規創業者への継続的な支援があげられている。当所の事業計画の重点事項には、

小規模・中小企業経営支援事業の推進があげられており、事業者に寄り添って支援する伴走型

支援体制を整え、経営分析、事業計画策定など商工業者の様々な経営課題について魚津市と連

携を図ることがあげられている。当所計画の目標達成に向けた方針「２．(2)①～③」の各項

目にある経営発達支援事業の内容（1101３～８）は整合性が取れている。 

3．総合計画施策 27「雇用・労働環境の充実」では、雇用機会が拡大し、誰もが安心して働くこ

とができる環境の取り組みがあげられ、当所の事業計画の重点事項には、小規模・中小企業経

営支援事業の推進があげられて、その中で働き方改革や労務課題への取り組みを推進するとし

ており、事業所が魅力ある雇用・労働環境づくりの拡充に努めることは、当所の計画の「５．

（3）」経営分析に関することの事業内容、「６．(4)」事業計画策定支援に関することの事業

等があり、整合性が取れている。 

4．総合計画施策 29「中心市街地のにぎわいの創出」では、魚津駅、新魚津駅周辺及び電鉄魚津

駅周辺の人口密度を維持し、生活サービスやコミュニティの持続が課題とされており、中心商

店街や鉄道駅周辺の飲食店街の活性化策は、当所の計画は商店街エリアや中心市街地の事業者

を含む支援計画であり、整合性が取れている。 

 

③ 商工会議所の役割 

商工会議所の役割としては、小規模事業者それぞれの経営課題を把握し改善することで、経営

基盤の強化に繋げることと考える。例えば決算申告のための税務や経理などの経営指導だけでな

く、内部環境や外部環境を見据えた経営環境の整理を指導するなど、さらに事業者に寄り添った

伴走型の支援を行うことで、事業者が自ら考え「事業計画策定」を行うことが重要であり、また

継続的なフォローアップを行っていくことが必要である。 

当所の退会理由の多数（令和3年度 6割強）が廃業であり、小規模事業者の後継者の育成によ

るスムーズな事業承継支援を行い事業縮小、廃業に歯止めをかけ事業の持続に繋げる。また、新

規創業支援による事業所の増加や地域資源を活用した特産品の開発、自然や歴史資源を生かした

新たな観光資源の発掘等、交流人口を増やす取組を行い、それらに関わる個々の小規模事業者の

底上げと地域経済の好循環を生み出す仕組みの構築を目指す。 

 

 

 



７ 

 

 

（３）経営発達支援事業の目標 

① 小規模事業者の自立的な経営力強化による事業継続を実現 

小規模事業者の売上・利益の増加を図るため経営資源、財務内容、企業を取巻く社会環境等の

現状分析に基づいた経営計画の策定支援を行い、将来ビジョンを見据えた意欲的な小規模事業者

の育成を図り持続的繁栄に繋げる。 

  小規模事業者を取り巻く経営環境の変化の度合いとスピードが高まっており、デジタル技術の

革新、人口減少社会、ＳＤＧｓなど不可逆的な変化に企業は迅速、柔軟に対応する自己変革力が

必要である。 

  商工会議所の伴走支援の重要性が高まる中、経営者が直面する多くの経営課題に寄り添い対話

や傾聴を重視した支援により自走化に導き自己変革力を促します。 

 

② 創業及び事業承継支援による事業所数増加・維持の取組強化 

魚津市の創業支援事業と連携をとり創業者のサポート体制を強化、市内事業所数の増加、雇用

の創出を生み活力ある街づくりに繋げる。また後継者不足、経営資源不足による廃業の減少対策

に取組む。 

 

③ 地域資源の積極的活用の推進及び交流人口の拡大推進 

地方において人口減少が進む中、県外からの交流人口の拡大推進に向けた事業計画の策定、受

入体制の強化を図ると共に、新規産業の創出・誘致、地域の特性を生かした商品開発やＰＲ強化

を図り新たな需要の開拓に繋げる。 
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経営発達支援事業の内容及び実施期間 

 

２．経営発達支援事業の実施期間、目標の達成方針 

 

（１）経営発達支援事業の実施期間（令和５年４月１日～令和１０年３月３１日） 

 

（２）目標達成に向けた方針 

① 小規模事業者の自立的な経営力強化による事業継続を実現 

事業者が直面する経営課題（デジタルトランスフォーメーション、カーボンニュートラル、

人材確保難等）の解決のためには従来の補助金などのツールを届ける課題解決型の伴走支援で

はなく、商工会議所の支援者と経営者との対話や傾聴を通じた信頼の醸成と本質的課題の掘り

下げが重要で、経営者自らが経営課題に気付きその解決策の検討を行うための事業計画策定支

援を行う。 

事業者に寄り添った継続的な伴走型支援により、自走化を導き経営者の内発的動機付けを行

い潜在力を引き出すための支援を行う。 

また、事業者の現状分析（ＳＷＯＴ分析、３Ｃ分析等）を実施し支援ニーズを把握、課題解

決を図り事業計画策定支援を通じ事業者の持続的発展に繋げる。また、経営者とともに事業計

画の見直しに取り組み、新たな需要の開拓、持続性のある健全な経営に繋がるよう計画策定後

も継続的にフォローアップを行う。 

個社のコアコンピタンス発掘・確立を支援し、新たなビジネスモデルを構築することにより

差別化を図り、競争力強化に繋げる。必要に応じ専門家を活用し適切な助言、支援を行う。 

 

② 創業及び事業承継支援による事業所数増加・維持の取組強化 

創業セミナーや個別相談会を通じ、新規開業者を支援し年間 5件の新規開業を目標とする。

国や県の創業支援制度や魚津市独自の支援制度の積極的活用を促し創業初期の負担軽減を図

り創業し易い環境を創出、創業率の向上に繋げ、事業所数の増加を図る。創業後は経営力向上

を図るため伴走型支援を実施する。 

スムーズな事業承継を行うべく支援制度の説明・利用や後継者の育成について支援する。地

域内では、健全経営にもかかわらず後継者不在という理由で突然廃業する事業所もあることか

ら事前のきめ細かな巡回指導により、情報を収集するとともにＭ＆Ａを含む事業承継を計画的

に実施することにより、廃業事業所を減少させる。 

 
 ③ 地域資源の積極的活用の推進及び交流人口の拡大推進 

平成 27年 3月に北陸新幹線が開業したことで関東圏からの観光客、ビジネス客の増加がみ

られた。新型コロナウイルス感染症の拡大により、首都圏からの来客が激減したが、富山県内

や近隣県への旅行需要が増えるなど、新たなビジネスチャンスもある。新たな生活様式に対応

し首都圏との往来も回復しつつある中、来県者の受入れ体制の整備強化（店舗改装、従業員教

育等）に取組むと共に、地域の特産品・自然や観光地の知名度アップの為、大都市圏及び県外

物産フェアへの積極的参加を促し地域ＰＲ強化に取組むことで交流人口の増加を図り、需要の

拡大に繋げる。 

当市では豊かな自然が生み出す豊富な水産資源や果樹、農産物等があるが、それらの地域資

源活用について成熟しているとはいいがたく、これらの活用支援を強化する。 

農商工連携の推進を図り、地域の特産品や観光資源を生かした観光土産品、観光コースの新

規開発、新事業の創出を支援する。 

また、ビジネス商談会・展示会等の場を提供し新たなビジネス機会を創出、需要の開拓、販

路拡大に繋げ中長期的な事業の持続化に取組む。 
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Ⅰ．経営発達支援事業の内容 
 

３．地域の経済動向調査に関すること 

 

（１）現状と課題 

[現状] 地域の経済動向調査として、当所ではこれまでに管内の中小企業等を対象とした日本商工

会議所の「商工会議所ＬＯＢＯ（早期景気観測）調査」や「中小企業景況調査」を実施し

てきたほか、市内 300事業所を対象とした「市内景況調査」の実施や市内金融機関の預金

貸出状況から地域の現状及び課題等を探ってきた。 

 

[課題] これらの各種データは、当所職員が個々に分析し組織的に情報共有を図らないまま小規模

事業者に提供してきており、更には専門的な分析が出来ておらず、経営指導員の主観によ

る分析データの提供となっている。 

また、情報収集・分析の為の「ＲＥＳＡＳ」（地域経済分析システム）の活用が不十分であ

る。 

 

（２）目標   

 公表方法 現行 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 

魚津市景況調査

公表回数 

会報・HP 

掲載 
1回 1回 1回 1回 1回 1回 

中小企業景況 

調査公表回数 

ＨＰ 

掲載 
－ 4回 4回 4回 4回 4回 

ＲＥＳＡＳ 

公表回数 

ＨＰ 

掲載 
－ 1回 1回 1回 1回 1回 

 
（３）事業内容 

① 魚津市景況調査の実施 

毎年 1 月に経営状況に関する前年と前々年を対比や 2050年までに温室効果ガスを全体とし

てゼロにする「カーボンニュートラル」への取り組みなどの調査を実施 

行政への助成制度新設や拡充などの提言、並びに当所の支援体制の参考データとして活用 

また、調査内容・調査対象事業所等について経営指導員による事前検討会議を開き、常に 

現況に即した調査とする。集計した結果をよろず支援拠点などの専門家と分析し、年 1回公

表する。 

   【調査手法】調査票を郵送し、返信用封筒で回収する 

【調査対象】市内事業者 300 社（製造業、建設業、卸・小売業、サービス業、その他） 

   【調査項目】売上動向・予測、景況、資金繰り、雇用、設備投資、カーボンニュートラルへの 

取組等 

 

② 中小企業景況調査の実施 

    四半期ごとに業況（売上、経常利益、資金繰り、雇用など）について巡回、聞き取り調査し

日本商工会議所に報告する。巡回、聞き取り調査の際に前回調査結果の情報を提供し、3ヶ

月内の業況の変化を小規模事業者と共有しつつ、所内でも同様の情報を共有、意見交換を行

い経営指導員が専門家と連携し分析し、参考資料として活用する。 

   【調査手法】経営指導員等が調査票を基に巡回、聞き取りを実施 

   【調査対象】市内事業者 30社（製造業 5 社、建設業 8 社、卸・小売業 10 社、サービス業 7 社） 

   【調査項目】売上高、資金繰り、経常利益、従業員数、設備投資、直面している問題点等 
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（３）事業内容 

   ① 個人消費者向けニーズ調査（ＢｔｏＣ） 

    当所企画イベントやその他の市内で開催されるイベントにて、来場する多くの市内や県内の個

人消費者の中で商品を購入した方達に、商品に関するニーズ調査を実施することによって商品

の改良などのヒントを得る機会とする。 

 

      【調査対象イベント】・よっしゃ来い!!ＣＨＯＵＲＯＫＵまつり （毎年 5月開催） 

                        ・魚津産業フェアまるまる魚津 （毎年 10月開催）など 

【調 査 手 法】試食や商品購入者に対するアンケート調査 

【サンプル数】商品購入者など 200人 

      【調 査 項 目】①回答者の属性（性別、年齢、家族構成など）  ②魅力度・満足度 

              ③商品自体の見た目   ④パッケージデザイン  ⑤価格   ⑥容量 

             ⑦意見・改善点など 

【調査結果の活用】調査結果を経営指導員と専門家が分析し、当該事業者にフィードバック

することで商品の改良などを促す。 

 

  ② 商談会でのバイヤー向けニーズ調査（ＢｔｏＢ） 

   大手百貨店などのバイヤーと接する機会として日本商工会議所が企画する展示商談会「ｆｅｅ

ｌ ＮＩＰＰＯＮ」等に事業者と共に出展し、バイヤーへのニーズ調査を実施することによっ

て、商品の改良や新商品開発の糸口を見つけ、更には顧客や販路拡大に結び付ける。 

 

【調 査 手 法】ブース来場者に対するアンケート調査 

【サンプル数】来場者 100人 

     【調 査 項 目】①回答者の属性（会社名、役職、性別、年齢など） ②魅力度・満足度 

            ③商品自体の見た目  ④パッケージデザイン  ⑤価格  

⑥容量  ⑦取引条件 ⑧意見や改善点など 

【調査結果の活用】調査結果を経営指導員と専門家が分析し、当該事業者にフィードバック

することで商品の改良などを促す。 

 

 

５．経営状況の分析に関すること 

 

（１）現状と課題 

[現状]  「巡回・窓口相談」、「セミナー」を介して経営状況分析に取組む事業者の掘り起こしを

行っているものの取組事業者数は少ない。税務申告相談者、融資相談者、新規創業者及び

自発的な経営改善に取組む相談者、１００者程度の状況分析を行っているが、大半は財務

診断が中心でありＳＷＯＴ分析等を実施している事業者はごく一部のものとなっている。 

 

 

[課題]  経験や長年培った感覚で経営を行っている事業者がまだまだ多く、セミナーの開催や対

話と傾聴を行う伴走型支援を通じ経営全体の分析の重要性・必要性を訴え、意識改革に繋

げていく必要がある。 

また、経営状況分析を事業者とともに行う経営指導員の経験やスキルの差もあることか

ら、当所の支援体制の整備、経営指導員のスキルアップ等、小規模事業者の持続的発展に

向けた伴走型支援体制の整備等が課題である。 

 

 

 



１２ 

 

（２）目標 

 

（３）事業内容 

① 経営分析を行う事業者の発掘 

    ●巡回・窓口相談体制の強化 

今まで同様、巡回訪問や窓口相談者に対して積極的に経営分析・事業計画策定の必要性

を繰り返し周知していく。中小企業庁、中小企業基盤整備機構等が発行するチラシやパン

フレットを利用し 1 件でも多くの事業者に経営状況分析から事業計画策定の必要性を理

解してもらい経営分析実施事業所を増やすことを目標とし、地域内の小規模事業者の実態

把握に努める。 

 

●セミナーを通じた経営分析を行う事業者の発掘  

セミナーの開催を通じて経営分析の重要性や手法を学んでいただき、自社の経営課題等

を認識することで、事業計画の策定等への活用について理解を深めるとともに、対象事業

者の掘り起こしを行う。 

【募集方法】チラシを作成し郵送や新聞折込を利用し周知するほか、巡回・窓口相談時

に配布案内を行う。また、会報誌やホームページを利用し広く周知する。 

【参加者数】15名程度 

 

② 経営分析の内容 

【対 象 者】・セミナー参加者の中から意欲的で販路拡大の取組に積極的な 10 社を選定。 

・巡回・窓口相談を通し販路拡大取組に積極的な事業者 40 社を選定。 

【分析項目】・定量分析（財務分析） 

 

 

 

 

 

 

      ・定性分析 （内部環境、外部環境について「強み」や「弱み」を整理） 

 

 

 

 

 

 

 

【分析手法】経済産業省「ローカルベンチマーク」、中小企業基盤整備機構「経営自己診断

システム」、日本政策金融公庫「財務診断サービス」等のソフトを活用し、経

営指導員が分析を行う。定性的分析については、事業者との対話を通じてＳＷ

ＯＴ分析等によりフレームの整理を行う。また必要に応じてＲＥＳＡＳ等を利

用しデータの収集を図り分析に役立てる。 

 

 現行 R5年度 R6年度 R7年度 R8 年度 R9年度 

① セミナー開催回数 － 1 回 1 回 1 回 1 回 1 回 

② 経営分析事業者数 30 者 50 者 50 者 50 者 50 者 50 者 

安全性 自己資本比率、負債比率、流動比率、当座比率 等 

収益性 売上高総利益率、売上高営業（経常）利益率、総資本利益率 等 

生産性 労働生産性、従業員あたり売上高 等 

成長性 売上高増加率、営業（経常）利益増加率、総資本増加率 等 

内部環境 ・商品、製品、サービス ・技術、ノウハウ等知的財産 

・取引先、仕入先    ・デジタル化、ＩＴ活用の状況 

・人材、組織      ・労働環境 

・事業計画の策定状況など 

外部環境 ・商圏内の人口動向、人流 

・市場動向、競合、新規参入、業界情報  



１３ 

 

（４）分析結果の活用  

① 分析結果は、当該事業者にフィードバックし、自社の状況を把握してもらい、改善点抽出

のための資料とする。また、その後の事業計画策定についての基礎資料として活用する。 

 

② 各事業所の分析データを基幹システム（ＴＯＡＳ）に蓄積しデータベース化する。全職員

が適時に個社の状況把握ができる体制を整えることにより、同事業所への効果的な支援の実

現ができるよう整備を行う。 

また、職員全体の支援能力の底上げを図るため、類似の事業所指導における事例等を参考

資料として役立てる。 

 

 

６．事業計画策定支援に関すること 

 

（１）現状と課題  

[現状]   日頃より各相談者に事業計画策定の必要性を指導しているが、計画書の必要性をあまり

認識しておらず、軽視して面倒に思っている事業者が多い。事業計画策定事業者の多くは、

小規模事業者持続化補助金をはじめとした補助金申請を目的としたものが大半であり、平

時における事業計画の策定は件数も少ない。 

 

[課題]   コロナ禍で廃業を余儀なくされる事業者も増える中、事業計画策定の意義や必要性を認

識して頂き、経営状況分析を踏まえつつ、実効性のある事業計画の策定が急がれる。 

そのためには今まで実施したセミナーの開催方法の見直しや改善等を行い、いかに意欲

的な事業者の掘り起こしを行うか、それとともに経営指導員の計画策定支援スキルをいか

に高めるかも課題である。 

 

（２）支援に対する考え方  

事業計画書の作成について意義や重要性を事業者自身に理解して頂くことを第一とし、実行

可能な計画書作成ができるよう伴走支援している。しかしながら小規模事業者に対し、事業計

画策定の意義や重要性を漠然と述べても、実質的な行動や意識変化を促せることも少なく、「事

業計画策定セミナー」や補助金申請等を契機として、計画書策定者の掘り起こしをし、伴走支

援に繋げている。 

現状、補助金申請者の事業計画書作成支援件数が多いが、事業者と対話を重ね、補助金申請

のためだけの計画書にならないよう「実現可能性」と長期的な「収益性」を重視し、自走化に

向けた実効性の高い計画策定について伴走支援している。 

また、経営力強化や競争力の維持・強化を図るため、小規模事業者のＤＸ推進をサポートし、

意識向上や課題解消への取り組みを支援していく。 

 

（３）目標  

※ 魚津市総合計画（新規創業者 令和元年 11 者、令和 7年目標 25者【会議所分 5件含む】） 

 

 現行 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 

① 事業計画策定セミナー 1回 1 回 1 回 1 回 1 回 1 回 

② ＤＸ推進セミナ ― 1 回 1 回 1 回 1 回 1 回 

③ 事業計画策定事業者数 

（内、創業支援） 

 （内、事業承継支援） 

46 者 

（5者） 

（1者） 

40 者 

（5者） 

（1者） 

40 者 

（5者） 

（1者） 

40 者 

（5者） 

（1者） 

40 者 

（5者） 

（1者） 

40 者 

（5者） 

（1者） 
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（４）事業内容  

① 事業計画策定の重要性周知及び取組事業者の発掘・計画書作成支援 

巡回・窓口相談、セミナーにおいて、事業計画策定を目指す小規模事業者や創業者の掘り

起こしを行い、事業計画策定の必要性・有効性を事業者が認識したうえで経営状況の分析結

果を活用し、計画策定支援を行う。 

計画策定については、事業者と経営指導員との対話を重ね、計画策定に対する認識を共有

化し、持続的発展に向けての効果的な策定を行い、自走化支援に取組む。 

また、手法として中小機構が提供している経営計画策定アプリ「経営計画つくるくん」の

活用も取入れ、経営計画作成が不慣れな小規模事業者にも気軽に取組んで貰えるよう工夫す

る。必要に応じ各支援機関（よろず支援拠点、事業承継引継ぎ支援センター等）と連携し、

専門家の指導も取入れ、「実現可能性」と長期的な「収益性」を重視した実効性の高い計画

策定支援を行う。 

 

②「事業計画策定セミナー」の開催 

セミナーは経営分析の取組から事業計画書作成の一連の流れを理解していただく内容の

ものとし、小規模事業者を対象に事業計画の必要性や策定手順、目的と目標設定の考え方、

新事業等の着眼点や発想のポイントなどを学んでいただくものとする。 

その後、参加者の個別支援にて対話を重ね、信頼の醸成、課題の掘り下げを行い腹落ちに

至った後、事業計画策定へと進む。 

【支援対象】新商品開発・販路拡大等に取り組む事業者、補助金申請予定者等 

【募集方法】チラシを作成し郵送や新聞折込を利用し周知するほか、巡回・窓口相談時に

配布案内を行う。また、会報誌やホームページを利用し広く周知する。  

【内  容】・経営分析の必要性、分析手法について（３Ｃ分析、ＳＷＯＴ分析等） 

・計画経営の必要性、事業計画について、事業計画策定のポイント等 

【参加者数】20 名程度 

 

③「ＤＸ推進セミナー」の開催 

競争力を強化していくためには、ＤＸ推進が必要であり、事業計画策定にも大きく関わる

ことからＤＸに関する意識の醸成や基礎知識を習得するためのセミナーを開催する。 

各事業者の実情に合ったＤＸに向けたＩＴツールの導入やＷｅｂサイト構築、働き方改革

等の取組を推進していくために、セミナーには個別相談会も取り入れる。必要に応じてＩＴ

専門家派遣を実施する。 

【支援対象】生産性向上や事務効率化、販路拡大、労働環境整備等に取り組む事業者 

【募集方法】チラシを作成し郵送や新聞折込を利用し周知するほか、巡回・窓口相談時に

配布案内を行う。また、会報誌やホームページを利用し広く周知する。  

【内  容】・ＤＸとは 

・ＡＩ、クラウドサービス等導入による成功事例 

・ＳＮＳを活用した情報発信方法 

・ＥＣサイトの導入・運用方法等 

【参加者数】２０名程度 

 

④ 創業者・第二創業者支援 

小規模事業者の創業時においては、明確な経営理念やターゲットの絞込みなど、詳細な計

画は無く、もっぱら開業資金に関する相談が多い。そして中長期的な見通しが無いまま創業

に至っているのが現状である。特に創業まもない事業者(3年以内)は不安や悩みも多いこと

から重点的に接触して支援を行っていくこととする。 
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⑤ 事業承継計画策定支援 

 事業承継を先のことと考え、計画的に取組まない経営者が多い。事業承継の準備を早い時

期から取組むことを啓発し、事業承継計画に基づき対策を講じることでスムーズな承継に備

えるとともに、後継者不在による廃業に伴う経営資源・雇用・技術の喪失を防止する。 

 高度な相談に対しては、事業承継引継ぎ支援センターと連携し支援にあたるものとする。 

 

 

７．事業計画策定後の実施支援に関すること 

 

（１）現状と課題  

[現状]   事業計画策定事業者に対するフォローアップは 1回以上行っているものの定期的・継続

的な事業計画の進捗状況支援までには至っていない。補助金採択者や融資先といった限定

的な事業計画策定のフォローアップが中心となっており回数も多い。 

その一方、計画策定後から年月が経過していくと訪問など状況確認の頻度が少なくなっ

ており、フォローアップ回数の隔たりが大きい。 

 

[課題]   フォローアップがしっかりできている事業者は売上増など一定の成果を挙げているが、

多くの場合は各経営指導員の判断や事業者の求めに応じて訪問しているため、進捗の遅い

事業者や新たな課題に直面する事業者の対応の遅れから計画全体に影響を及ぼすケースが

見受けられている。 

そのような中、事業計画策定事業者の円滑な状況確認とそれに伴うフォローアップ支援

の強弱を所内で情報共有を徹底し円滑な支援体制を構築することが課題である。 

 

（２）支援に対する考え方  

事業計画を策定した全ての事業者を対象とするが、訪問や声掛けなどにより定期的な状況確

認等を実施していく。事業計画の進捗具合等により、訪問頻度を増やして集中的に支援が必要

な事業者と、ある程度予定通り順調に計画が遂行され、自発的に行動をし、訪問回数を減らし

ても支障のない事業者を見極めた上でフォローアップ頻度を設定し事業者の自走化を目指す。 

 

（３）目標  

※フォローアップ対象事業者数については、前年度から支援継続中の事業者を含む。 

  ※頻度の基本的な内訳 30者（4半期に一度） 30者×4回=120回 

             15者（年 2回）    15者×2回= 30回 

  ※創業と事業承継は除く 

 

 

 

 現行 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 

フォローアップ対象事業者数 54者 45者 45者 45者 45者 45者 

頻度(延回数) 72回 150回 150回 150回 150回 150回 

売上増加事業者数 10 者 15 者 15 者 15者 15者 15者 

利益率１％以上増加事業者数 10 者 15 者 15 者 15 者 15 者 15 者 
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  創業支援 

※フォローアップ対象事業者数については、前年度から支援継続中の事業者を含む。 

  ※頻度の基本的な内訳 5者（4半期に一度） 5者×4回=20回 

             3者（年 2回）    3者×2回= 6回 

 

  事業承継支援 

※各年のフォローアップ対象事業者数については、前年度から支援継続（1者）の事業者を含む。 

頻度については、支援初年度に 4回。支援継続者は 2回。 

 

（４）事業内容  

事業計画を策定した全ての事業者を対象として、担当経営指導員による巡回や窓口指導によ

りフォローアップ支援を行い、事業計画の進捗状況を確認し、事業者の状況に応じた支援を実

施していく。  

フォローアップ体制としては、担当経営指導員が行うが、指導員における経験やスキルの差

があることから所内での支援状況の情報共有を徹底し各指導員の過去の事例も参考にしなが

ら組織的なサポート管理ができるよう体制を整える。 

基本的に事業者自身でＰＤＣＡサイクルを回せるようフォローアップを行うが、年４回（四

半期に１回）を基本とし、進捗が順調であり訪問回数を減らしても支障のない事業者において

は年２回を目安とする。また多種多様な問題を抱える経営者においては不安も多く、依頼があ

れば回数にとらわれることなくフォローアップを実施する。特に計画の進捗状況が思わしくな

く、事業計画との間にズレが生じていると判断する場合には、巡回頻度を高め、事業者と原因

等について対話を重ね、納得を得ながら自走化に向けて支援するが、必要に応じ富山県よろず

支援拠点等の外部専門家と連携して要因の洗い出しと課題の整理等を行うものとする。 

 

 

８．新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること 

 

（１）現状と課題  

[現状]   従来、富山県・富山県商工会連合会が主催する展示会や、首都圏のアンテナショップな

どでの物産展などを、新たな販路開拓の機会として、地域の特徴を活かした商品や特産を

 現行 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 

フォローアップ対象事業者数 5 者 8 者 8 者 8 者 8 者 8 者 

頻度(延回数) 12回 26回 26回 26回 26回 26回 

創業半年後の黒字化事業者数 5 者 5 者 5 者 5 者 5 者 5 者 

 現行 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 

フォローアップ対象事業者数 1 者 2 者 2 者 2 者 2 者 2 者 

頻度(延回数) 2 回 6 回 6 回 6 回 6 回 6 回 

承継後利益率１％以上増加 

事業者数 
1 者 1 者 1 者 1 者 1 者 1 者 
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（４） 事業内容 

 

( Ｂ ｔｏ Ｃ ) 

①  飛騨の味まつり(岐阜県高山市)への出展 

毎年春と秋にかけて高山市の本町通りを歩行者天国にして開催されているイベント。 

魚津商工会議所と高山商工会議所は姉妹提携を結んでおり、比較的に近隣の観光地である

高山市は、富山県と商圏としての結びつきも強く、当イベントへ出展することにより、事業

所の売上向上や認知度向上を図ることを目的とする。 

来場者は、主に高山市民、飛騨高山味祭りへ来訪する観光客が中心であり、出展する当所

会員事業所には、当催事に関する情報と趣旨を提供し、出展計画の立案や支援を行う。必要

があれば専門家派遣（よろず支援拠点・エキスパートバンク等）を活用し、出展内容や販売

計画についてブラッシュアップを図る。 

また出展時は、経営指導員等も会場に出向き出展商品販売補助や来場者アンケート用紙聞き

取り調査補助を実施し支援し、出展後は、来場者アンケート結果の活用分析・整理を行ない、

専門家を交え現状を把握し、今後の販売戦略等に繋がる支援を行なう。 

 

②  魚津産業フェア(富山県魚津市)への出展 

魚津産業フェアは魚津市と魚津商工会議所が主催し、魚津の商工業・農林水産業を、一堂

に集め行われる展示会。市内の約１００社を越える企業や団体が出展しており、事業 PRや新

商品の販売から展示を中心に２日間にわたり開催され、市内、県内を中心に約 35,000人が来

場する。 

出展する当会員事業所へは、出展に際しての、販売する商品の内容や自社の PR方法につい

て、計画の立案を支援し、必要に応じて専門家派遣を活用し問題の解決を図る。 

また開業間もない、当所会員事業所について、新たな顧客の獲得へ繋げるため、積極的な

出展を促し、売上拡大へ繋げるため支援を行う。 

 

③ ＥＣサイトやオンラインショップの開設 

コロナ禍においてオンラインを通じての需要が増しており、従来の対面販売と並行して、

大手ＥＣサイトを通じての自社商品の販売やオンラインショップの開設など、新たな需要の

獲得を目指す事業所への支援を推進する必要がある。 

新たな市場では従来通りの販売とは異なるため、商品の磨き上げやパッケージのデザイン

ン、市場の分析、商品の製造・供給体制など事業所と経営指導員が一緒になり専門家支援を

活用しながら伴走支援を行う。 

 

( Ｂ ｔｏ Ｂ ) 

④  日本商工会議所 共同展示商談会「ｆｅｅｌ ＮＩＰＰＯＮ」への出展 

   各地商工会議所で開発された特産品などの商品の販路開拓・ＰＲを目的として開催さてい

る。自社の販路開拓・拡大を目指す当所会員事業所に対して、共同展示・商談会などへの出

展を通じ、新たな商機の創出を目的に出展する。 

来場者は専門バイヤー等が対象となるため、出店前は、商談会の情報を提供、商品の特徴

や魅力を分析し商品選択や商品ＰＲ方法の検討など事前準備を支援する。必要があれば専門

家を交え、支援を実施。より良いプレゼン手法の支援の観点から、プレゼンセミナーの開催

や商談会の進行等に最適な商談会シートの作成などを支援し商談成立を目指す。 

出展中は、商品説明補助やバイヤーアンケートの聞き取り調査等を補助。出店後は商談先、

商談内容の整理、バイヤーアンケート結果の活用分析・整理を行い、専門家を交えブラッシ

ュアップを図り、今後の販売戦略等へ繋がる支援を行う。 
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⑤  とやまビジネスドラフトへのエントリー推進 ( Ｂ ｔｏ Ｂ ) 

富山県下 8商工会議所が参加、スタートした事業で地域内の全業種を対象に広く参加事業

所を募集、ビジネスマッチングの場を提供することを目的に開催されている。 

「とやまビジネスドラフト」は、新たなビジネスパートナーと出会える完全事前予約型の商

談会。商談はリアル(対面)かオンラインのハイブリッドで行われ、最大で 10件のビジネスマ

ッチングが可能。取引き担当者との直接対話や、効率よく効果的な営業活動が可能、幅広い

業種の情報も得られ有効である。この商談会を活かす支援として、エントリー前にはエント

リー目的や目標、コンセプトの明確化、商品の魅力やこだわりを整理。エントリーに際して

の諸手続きやプレゼン手法を支援し積極的な参加に繋げる。 

平成 22年度より富山県商工会連合会、石川県、福井県の商工会議所、商工会とも連携し  

県境を越えた取組もおこなっており、近年では北陸新幹線沿線や関西エリアの企業とも商談

することができ、新たな需要拡大に役立てたい。 

 

⑥  ＳＮＳの活用 

インスタグラムやフェイスブックなどのＳＮＳは、事業所の宣伝や販売促進活動にも使え

る重要なサービスであり、それらを有効的に活用することで新たな需要の拡大に繋げる。 

個人から企業まで多くの事業所がＳＮＳを活用しており、広告費をかけずに自社商品のフ

ァンづくりや認知度の拡大、サービスの販促ができるなどメリットは大きく、まだ実施して

いない事業所に対して積極的な取組の支援を行う。 
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Ⅱ．経営発達支援事業の円滑な実施に向けた支援力向上のための取組み 
 

９．事業の評価及び見直しをするための仕組みに関すること 

 

（１）現状と課題 

[現状]   中小企業診断士、税理士、社会保険労務士の外部有識者、法定経営指導員及び魚津市に

よる「経営発達支援計画事業評価委員会」を設置。年１回開催し支援件数、支援内容等、

計画の成果・達成度について報告。評価委員より事業評価と見直し提言を受け次年度の事

業実施に反映している。 

またその内容を当所役員会にて報告し、事業の効果的なＰＤＣＡサイクルの構築や改善

方法等、見直しを図っている。 

 

[課題]   支援の目標数については評価委員も評価しやすいが、支援内容等については各委員の捉

え方も違うために評価にも違いがあり、問題点・改善策がまとまらないこともある。それ

らの評価内容をＰＤＣＡサイクルに生かしどのように好循環に反映させていくかが課題

である。 

 

（２）事業内容 

① 外部有識者を含む第三者委員会による評価・見直し 

魚津市商工観光課長（行政関係者）、外部有識者（中小企業診断士、税理士、社会保険労務

士）、法定経営指導員等をメンバーとする「評価委員会」を年１回開催し、評価・検証・進捗

状況等の確認を行う。 

 

② 評価委員会の評価結果を踏まえた見直し案の立案と決定・承認 

評価結果を受け、経営指導員内にて協議し支援体制や実施事業の見直し、具体的な改善方

法を検討する。また評価委員会からの一連の流れについて当所役員会（正副会頭・監事会議）

にて報告し、今後の事業実施について承認を受け効果的にＰＤＣＡを回していく。 

 

③ 事業の成果・評価・見直しの結果の公表 

評価委員会での評価結果は、役員会で報告した上で、当所ホームページへ掲載することで、

地域の小規模事業者が常に閲覧可能な状態とする。 

 

 

１０．経営指導員等の資質向上等に関すること 

 

（１）現状と課題 

[現状]   経営指導員においては、富山県商工会議所連合会、日本商工会議所、中小企業大学校の

主催する研修会や中小企業診断士養成講座、経営指導員等Ｗｅｂ研修等へ積極的に参加し

資質の向上を図っている。  

また、月１回各課(中小企業相談所・総務課)のミーティングを行なうと共に役職員会議

にて情報の共有を行っている。特に中小企業相談所内のミーティングにおいては、指導歴

の浅い経営指導員には支援ノウハウを学べる場とするため支援事業者の情報共有、意見交

換を行い、支援方法を検討するなど資質の向上に繋がるよう努めている。  

  更に各種の専門家派遣・相談に事業者と同行・同席することで、支援ノウハウの取得に

努めている。 
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[課題]   経営指導員以外の一般職員については、上記で記載した資質向上研修等への参加機会は

あるものの各自の担当業務も多忙であることから、なかなか参加に至っていない。 

当所では指導カルテのデータベース化を行い、事業者情報の共有化に努めているものの

一般職員に至っては、データベースの利用もなく情報共有も不十分であり、組織的な支援

力の底上げを図ることが課題である。 

 

（２）事業内容 

① 外部講習会等の積極的活用及びＷｅｂ研修の受講 

小規模事業者の高度化・多様化するニーズに対応し、資質向上に必要な知識を身に付ける

ために、経営指導員及び一般職員は、富山県商工会議所連合会や日本商工会議所、中小企業

大学校等が主催するセミナーに参加し、知識や実践的スキルを習得する。 

また全国統一演習研修事業（経営指導員等Ｗｅｂ研修）を積極的に活用することにより、

支援に必要なスキルの習得を図る。 

 

② 所内研修の実施及び当所企画セミナーへの参加 

全職員を対象に税務・経理・労務・融資・事業計画・制度改正等、テーマを決めた所内研

修会を年２回実施する。講師については個々の支援能力の向上を目的とし、可能なものにつ

いては職員にて担当することとするが、専門性の高いものについては外部からの専門家に依

頼する。 

また、経営改善普及事業にて小規模事業者を対象とした各種テーマのセミナーを実施して

いるが、補助対象職員のみならず一般職員も積極的に参加し資質の向上を図る。 

 

   ③ ＤＸ推進に向けたセミナー 

地域の事業者のＤＸ推進への対応にあたっては、経営指導員及び一般職員のＤＸに対する

理解度、ＩＴスキルの向上が必須であり、事業者のニーズに合わせた相談・指導を可能にす

るため、ＤＸ関連のセミナーについて外部及び内部研修に積極的参加し資質の向上を図る。 

 

④ 職員間の定期ミーティングの開催及びＯＪＴの推進 

月 1回、課別の定期的なミーティングを開催し意見交換を行う。研修会等の情報や担当業

務についての課題等について情報交換を行い組織内での情報共有を徹底し支援ノウハウの

向上につなげる。特に中小企業相談所のミーティングにおいては、進行中の伴走支援につい

て事業計画遂行状況や課題等について意見交換を行い議論する場を設け、課題解決への対応

策、活用施策の提案、計画書のブラッシュアップを組織的に行うことにより支援手法やノウ

ハウを共有することで、支援能力の向上に努める。 

また必要に応じ支援経験の豊富な経営指導員と他の職員(一般職員含む)がペアとなり、巡

回指導や窓口相談の機会を活用したＯＪＴを積極的に実施し、組織全体としての支援能力の

向上を図る。 

 

⑤ 専門家相談への職員の同伴  

昨今、専門性の高い相談が増え専門家による個別相談を活用する機会が多い。そういった

相談時に職員が同伴・同席することで専門的知識や支援ノウハウの習得機会とする。それに

伴い以後の同様の案件についての職員による指導力が向上し、相談時にスムーズな対応が可

能になるとともに専門家への引き継ぎも効率よく進めることが可能になるものと思われる。 

 

⑥ 資格取得の奨励  

全職員を対象に長期的な自己啓発として目標を設定し公的資格取得に取り組む。所内にて

資格取得に関する助成制度を設ける等、組織的に取り組むとともに、評価に反映させていく。 
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⑦ データベース利用・伴走支援についての研修等 

経営指導員が支援内容等を基幹システム（ＴＯＡＳ）のデータ入力を適時・適切に行い、

支援中の小規模事業者の状況等を職員全員が相互共有できるようにする。 

また所内でのデータベース利用に関する研修を定期的に行い所内の全職員がデータベー

スを活用し小規模事業者の伴走支援に活用できるようにする。 

一般職員については、伴走支援に対する認識度も低いことから研修では経営指導員が伴走

支援について説明をして理解を深めてもらい、伴走支援におけるデータベースの活用方法に

ついて学ぶものとする。 
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（別表２） 

 経営発達支援事業の実施体制 

経営発達支援事業の実施体制 

（令和４年９月現在） 

 

（１）実施体制（商工会又は商工会議所の経営発達支援事業実施に係る体制／関係市町村の経営発達

支援事業実施に係る体制／商工会又は商工会議所と関係市町村の共同体制／経営指導員の関

与体制 等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律第７条第５項に規定する経営指

導員による情報の提供及び助言に係る実施体制 

① 法定経営指導員の氏名、連絡先 

■氏 名： 石原 清春 

■連絡先： 魚津商工会議所 TEL 0765-22-1200  

 

② 法定経営指導員による情報の提供及び助言 

経営発達支援事業の実施・実施に係る指導助言を行う。目標達成に向けた進捗管理を行い当所

の役員会へ進捗状況を報告し事業内容について意見聴取する。 

 

（３）商工会／商工会議所、関係市町村連絡先 

① 魚津商工会議所 

〒937-0067 富山県魚津市釈迦堂 1丁目 12番 18号 

                           TEL 0765-22-1200 / FAX 0765-23-0120  

E-mail uozu@ccis-toyama.or.jp 

② 魚津市商工観光課 

〒937-8555  富山県魚津市釈迦堂 1丁目 10番 1号 

                     TEL 0765-23-6195 / FAX 0765-23-1060   

E-mail syokokanko@city.uozu.lg.jp 

 

魚津市 

商工観光課 

魚津商工会議所 

 

 

専務理事 

法定経営指導員 １名 

経営指導員   ３名 

補 助 員   ２名 

一 般 職   ５名 

事務局長 
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（別表３） 

 経営発達支援事業の実施に必要な資金の額及びその調達方法 

                                      （単位 千円） 

 
令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 

必要な資金の額 3,110 3,110 3,110 3,110 3,110 

 

 

〇経済動向調査 

 

〇需要動向調査 

 

〇外部セミナー開催費 

 

〇指導員資質向上セミナー 

 開催費 

 

〇イベント参加費 

 （Ｂ ｔｏ Ｃ） 

 

〇イベント参加費 

 （Ｂ ｔｏ Ｂ） 

 

〇評価委員会 

 

 

 

150 

 

50 

 

1,300 

 

100 

 

 

200 

 

 

1,300 

 

 

10 

 

150 

 

50 

 

1,300 

 

100 

 

 

200 

 

 

1,300 

 

 

10 

 

150 

 

50 

 

1,300 

 

100 

 

 

200 

 

 

1,300 

 

 

10 

 

150 

 

50 

 

1,300 

 

100 

 

 

200 

 

 

1,300 

 

 

10 

 

150 

 

50 

 

1,300 

 

100 

 

 

200 

 

 

1,300 

 

 

10 

（備考）必要な資金の額については、見込み額を記載すること。 

 

 

調達方法 

 

会議所会費収入、県補助金、市補助金 
 

（備考）調達方法については、想定される調達方法を記載すること。 
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（別表４） 

 経営発達支援計画を共同して作成する商工会又は商工会議所及び関係市町村以外の者を連携して経

営発達支援事業を実施する者とする場合の連携に関する事項 

連携して事業を実施する者の氏名又は名称及び住所 

並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

 

連携して実施する事業の内容 

① 

② 

③ 

・ 

・ 

・ 

連携して事業を実施する者の役割 

① 

② 

③ 

・ 

・ 

・ 

連携体制図等 

① 

 

 

 

 

 

② 

 

 

 

 

 

③ 

 

 

 

 

 

 

 

 


